
別紙

ア 事業実施申込書等 備考 様式 チェック欄

１ 小規模保育事業所　応募申込書 １

２ 施設整備計画書 ２

３ 事業計画書
文字の大きさは１１ポイントとし変更不可（画像を貼りつける場合の文字も同様）、
記述は枠内に収めること（別紙参照は不可）

３

４ 設立趣意表
文字の大きさは１１ポイントとし変更不可（画像を貼りつける場合の文字も同様）、
記述は枠内に収めること（別紙参照は不可）

４

５ 連携施設に係る調書

・応募の段階で内諾を得るようにしてください。
・実施事業者に決定した場合には、９月末までに正式に連携施設を確保していただ
きます。
・連携施設が２km以上離れている場合は、保護者の送迎負担軽減策を提示してく
ださい。

５

６ 開設までの全体スケジュール ６

イ 設置者の状況 備考 様式 チェック欄

７ 設置者の概要書
運営施設が記入しきれない場合は、一覧表を別紙で添付してください。（種類、施
設名称、定員、住所、開設年月日を記載すること）

７

８ 理事・役員等一覧表 ８

９ 法人代表者の履歴書 任意

１０ 法人の経歴 パンフレットでも可です。 任意

１１ 法人の定款又は寄附行為 法人で原本証明したものを添付してください。 任意

１２ 法人の登記事項証明書 ―

１３
現在運営する施設における指導検査の結果
通知の写し

施設数が多く記入しきれない場合は、行を追加すること。
過去３か年度（２０２３年度～２０２５年度）に、現在運営している施設が受けた指導
検査を全て記載すること。また、結果通知及び改善報告書（文書指摘がある場合）
の写しを添付すること。

９

１４ 管理者の履歴書 任意

１５ 管理者の資格証明書 ―

１６ 現在運営している施設の運営規程 ―

ウ 設置者の財務状況 備考 様式 チェック欄

１７ 事業費・収支計画書 １０

１８
今後３か年の予算書
（２０２７年度～２０２９年度）

①当該施設のもの、②法人全体のもの各々提出。建物賃借料及び充当財源を計
上してください。

任意

１９
過去３か年分の決算書
（２０２３年度～２０２５年度）

法人全体のもの。資金収支決算内訳書、事業活動収支内訳表、貸借対照（内訳）
表を提出すること。
社会福祉法人：事業活動計算書、貸借対照表、資金収支計算書
学校法人：事業活動収支計算書、貸借対照表、資金収支計算書
その他法人：損益計算書、貸借対照表、キャッシュ・フロー計算書

任意

２０ 運転資金の保有を証明する書類
提出日から２ヶ月以内のもの。複数の金融機関の証明を提出する場合、全て同一
日のものとすること。

―

２１ 納税証明書（社会福祉法人、学校法人以外）

提出日から２か月以内のもの。
①納税額等の証明（法人税に係るもの）【納税証明書（その１）】
⇒直近３か年の決算報告書のうち、最も直近の会計年度と同年度のもの。
②所得金額の証明（法人税に係る所得金額）【納税証明書（その２）】
⇒直近３か年の決算報告書のうち、最も直近の会計年度と同年度のもの。
③滞納処分を受けたことがないことの証明【納税証明書（その４）】
⇒発行前日の３か年前から発行日前日までのもの。

※特定非営利活動法人で収益事業を行っていない場合は、公認会計士からの文
書等、収益事業を行っていないことを示す書類を、代わりに提出すること。

エ 土地・建物関係 備考 様式 チェック欄

２２ 案内図 最寄駅、施設、屋外遊戯場の位置が分かるものを提出してください。 任意

２３ 利用承諾書
土地や建物の借用について。すでに契約している場合は契約書を提出してくださ
い。

１１

２４
建物・土地（整備予定地）の外観の写真
及び土地の形状等が分かる書類

写真は２枚程度。
土地の形状等が分かる書類（不動産広告等）を提出してください。

任意

２５ 建物の配置図 建物の配置や、敷地との位置関係を示した図面を提出してください。 任意

２６ 建物の平面図 各室面積を明記し、保育室・遊戯室は有効面積を図面内に併記してください。 任意

２７ 避難経路入り建物の平面図 上記平面図に各部屋から２方向の避難経路を記載してください。 任意

２８ 屋外遊戯場の写真（２枚程度） 代替遊戯場の場合は提出してください。 任意

２９ 建築確認申請書 任意

３０ 建築確認済証 任意

３１ 検査済証
検査済証がない場合は、建築当時の建築基準関係規定に適合していることが分か
る書類を提出してください。

任意

３２ 施設整備事前相談チェックリスト １２

３３ 関係機関との協議内容書 １３

小規模保育事業　提出書類一覧表

この一覧表は、提出の際に書類に漏れがないことを確認するためのものです。

書類を提出される際には、本表のチェック欄に記載したうえで先頭に添付してください。



様式１

申込者

（住所）

（名称）

（代表者名）
印

町田市長　殿

協議窓口
担当者
連絡先

及び応募書類の内容が事実と相違ないことを誓約いたします。

　　　　年　　月　　日  

２０２６年度　小規模保育事業所　応募申込書

　２０２６年度小規模保育事業所の整備事業について、別紙の書類を添えて応募申し込み

いたします。

　あわせて、２０２６年度小規模保育事業所募集要項に定める諸条件を満たしていること

ＦＡＸ

メールアドレス

法人名（役職名）

フリガナ

氏名

書類送付先

電話



様式２

（１）施設名称等

（２）建物構造等

□使用 →

□未確認 →

（３）賃貸借契約等

管理委託者

管理者

フリガナ 電話番号

住所（所在地）

□無　　　　□有（下記に管理者名等を記入してください。）

地下：　　　　階

□住居　　　　□店舗　　　　□その他（　　　　　　　　）

□耐火建築物　　　□準耐火建築物　　　□その他（　　　　　　　　）

重要事項説明の確認

　　　□無償　　　　　□有償（　月　　　　　　　　円　）　　　　　□未定

□無　　　□有

□無　　　□有

検査済証交付年月日

賃借料

賃貸借契約期間

借用物件 　　　□土地　　　　　□建物

契約解除時の条件確認

賃借権設定登記年　　　ヶ月

□無　　　□有

年　　　月　　　日 □賃貸

□未使用　　（建築時の仕様書にて確認済）

権利関係

耐火性

建築基準法における新耐震基準により建築された建物である　□はい　□いいえ

建物構造（全体）

現在の用途

アスベスト 対策方法　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

新耐震基準を満たしている。　　　　□はい　□いいえ

占有箇所 階部分 述べ床面積 ㎡

確認予定時期　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

耐震性 （上記の問いに「いいえ」と回答した場合）

　　　　　　　　造 地上：　　　　階

施設整備計画書

施設名称（仮称）

所在地

最寄駅

町田市

線　　　　　駅から　　徒歩　・　バス　　で　　　　　分



（４）保育室等の状況

１. 必要面積計算表

定員（人） 基準面積（㎡）

１歳 × 3.3 ＝ 0

２歳 × 1.98 ＝ 0

２歳 × 3.3 ＝ 0

２. 面積要件確認表（建物）

※乳児室・ほふく室、保育室・遊戯室の面積は、有効面積（家具等を除いた内法面積）とすること。

室数 計 室数 階（㎡） 室数 階（㎡） 室数 階（㎡）

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

３. 面積要件確認表（屋外遊戯場）

㎡

（５）駐車場

　　台

保育室・遊戯室
（有効面積）

その他

乳児室またはほふく
室

最低基準

設備基準

保育室または遊戯室

施設からの時間（徒歩）

面積

施設からの距離

□施設に併設予定

代替場所の名称

合計

屋外

屋外遊戯場

調理室

㎡

便所（子ども用のみ）

認可（予定）面積　小数点以下第２位まで
必要面積

乳児室・ほふく室
（有効面積）

　　□　確保済 □　確保する予定はない　　□　契約予定 　　　　台

必要面積 0 認可（予定）面積

トイレ

水飲み場

□代替園庭
設置場所等

　　□有　　　　　□無

　　□有　　　　　□無

㎡ 屋上



（１）定員構成

（２）配置予定職員数

管理者 保育士 看護師 調理員 栄養士

常勤

非常勤

（３）管理者

年齢 歳

（４）開所時間

（５）給食・調理等

様式３

事業計画書

現職（役職）

その他

２歳　

10

合計

19

合計

0

0

０歳 １歳

9

開所時間

管理者（予定者）の氏名

（例）2007年認可保育所○○保育園にて主任として5年勤務
　　　2012年認可保育所△△保育園にて施設長として1年勤務し、現在に至る

管理者（予定者）
の経歴

（保育関連）

公定価格の条件※ □満たす　　  □満たさない　   　

基本保育時間

資格

※こども家庭庁「特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項について」の　別紙6　Ⅱ基本部
分　１．基本分単価（⑥）　（２）基本分単価に含まれる職員構成　（イ）その他　 ⅰ管理者　に記載の条件

午前　　時　　分から午後　　時　　分まで

給食の提供方法、献立、食
品の種類、栄養量、調理方
法、食育、アレルギー対応
等についての考え方

・

・

食中毒に対する予防策

・

・

アレルギー対応マニュアル □作成する　　  □作成しない

アレルギー等への対応

□事業所内調理　　　□委託による事業所内調理
□外部搬入　（搬入元　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□対応する　　  □可能な限り対応する　   　□対応しない

給食の提供方法

午前　　時　　分から午後　　時　　分まで



（６）健康管理及び衛生管理

（７）安全対策

・

・

・

・

児童の健康管理に関して
特に気をつけて行うこと

施設の衛生管理に関して
特に気をつけて行うこと

　職員対象　　   年　　　回 　児童対象　　 年　　　回定期健康診断

ＳＩＤＳの予防
　ブレスチェック表（　□作成する（　　分間隔）　　　□作成しない　）
　□仰向け寝

防災・防犯計画

防災訓練計画

事故防止・事故発生マニュ
アル

緊急時対応マニュアル

連携機関との緊急連絡網

　□有　　　　　      □作成予定　　　         　□無

　年　　　回　（　消火訓練　　　回　 ：　避難訓練　　　回　）

　□作成する　　　　□作成しない

　□作成する　　　　□作成しない

　□作成する　　　　□作成しない

防災に関する具体的な対応
方法

防犯に関する具体的な対
応方法

事故防止に関する具体的
な対策

緊急対応に関する具体的
な対策

・

・

・

・

・

・

・

・



様式４　

小規模保育事業所　設立趣意表

１．応募理由
小規模保育事業所の設置を希望する理由について設置地域周辺の認識も含めて記載してください。

２．小規模保育所の果たす役割
多様化する保育需要、待機児童解消への取り組み、地域子育て支援の要望等への考え方も含めて記載し
てください。



３．小規模保育事業所の運営方針

（１）小規模保育事業所の運営における基本理念、保育方針及び特色等について記載してください。

（２）小規模保育事業所の運営における子どもとの接し方について重要視する事柄を記載してください。

（３）小規模保育事業所の運営における保護者との関わり方及び保護者からの意見対応について記載して
ください。

（４）小規模保育事業所を運営する上での職員の雇用体制の考え方及び職員の人材育成について記載し
てください。



（５）小規模保育事業所を運営する上で、保護者等への情報開示のあり方及び個人情報保護の対策につ
いて記載してください。

４．近隣への対応

（１）工事期間など開所へ向けて行う説明会や告知等の対応について詳しく記載してください。

（２）開所後の地域との関わり方及び地域住民への配慮の方法等について詳しく記載してください。

５．その他、特筆したい事項（独自のサービスなどあれば記載してください。）



様式５

連携施設１

連携施設２

□　合同保育に関する支援

□　後方支援 □　行事への参加に関する支援

□　嘱託医による健康診断等に関する支援

施設名称

所在地

最寄り駅 　　　　線　　　　　　駅から　　徒歩　・　バス　で　　　　　分

その他 整備予定地からの距離　　　　　　ｍ　　（徒歩で　　　　　分）

連携内容

□　卒園後の持ち上がり保証 □　食事の提供に関する支援

□　屋外遊戯場の利用に関する支援

種別 □認可保育所　　　□認定こども園　　　□幼稚園（□預かり保育実施）

法人種別 □同一法人もしくは系列法人　　　　　　□その他

その他 整備予定地からの距離　　　　　　ｍ　　（徒歩で　　　　　分）

連携内容

□　卒園後の持ち上がり保証

□　屋外遊戯場の利用に関する支援

□　後方支援

□　食事の提供に関する支援

□　合同保育に関する支援

□　行事への参加に関する支援

□　嘱託医による健康診断等に関する支援

連携施設に係る調書

最寄り駅 　　　　線　　　　　　駅から　　徒歩　・　バス　で　　　　　分

所在地

種別

法人種別

□認可保育所　　　□認定こども園　　　□幼稚園（□預かり保育実施）

施設名称

□同一法人もしくは系列法人　　　　　　□その他



申込者

（住所）

（名称）

（代表者名） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

を確保いたします。

◆小規模保育事業所と連携施設との距離が離れている場合（２ｋｍ以上）の場合の
保護者の送迎負担軽減策

◆連携施設確保に関する誓約

 　実施事業者に決定した場合は、2026年9月末までの間に、正式に2歳児全員分の連携施設



様式６

年度 月 工事関係等 その他

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

2027
年
度

4月

※必要に応じて適宜、行の幅を変更していただいて構いません。

2026
年
度

小規模保育事業所　開園

全体スケジュール



様式７

（１）設置者の概要

氏名

FAX

（２）運営している保育所等

種類 定員施設名称

設置者の概要書

設置者名

代表者

設立年月日

主たる事務所の所在地

年　　月　　日　現在

年　　　　　月　　　　　日

主体
　□社会福祉法人　　　□学校法人　　　□特定非営利活動法人
　□株式会社　　　　　　□その他（　　　　　　　）

職

開設年月日住所

職員（従業員）数

総資産額

関連法人等

名　（常勤　　　　名　、　非常勤　　　　名）

連絡先
TEL

メールアドレス



様式８　　

年　　　月　　　日　現在

役職名 氏名
フリ　ガナ

年齢 代表者との関係 他法人の理事等の就任状況

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□有　　　　□無

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

理事・役員等一覧表

代表者



例 ○○保育園 2024/1/16 無

例 ○○保育園 2023/8/27 有 重要事項の掲示をしていない 2021/9/30

様式９

指導検査一覧表

施設名称 検査日 文書指摘 指摘内容 改善報告日 改善報告内容

玄関に掲示、保護者に説明





様式１０

（１）支出 単位：円

（２）収入 単位：円

借入先 金額

借入先 金額

借入先 金額

敷金

合計 0

合計 0

その他収入

借入金

事業費・収支計画書

年　　月　　日　現在

改修費

備品費

設計料

礼金

保証金

開設前賃料

自己資金

その他費用

市補助金



※応募に際し、１物件につき１法人での申し込みになりますので、提案内容等十分考慮のう
え御記入をお願いします。

運営法人名

承諾日 　　　　　年　　　　月　　　　日

所
有
者

住所

氏名
印

様式１１

小規模保育事業に関わる利用承諾書

所在地 町田市

名称

　下記物件について、内定した法人と賃貸借契約を締結すること及び小規模保育事業所とし
て使用することを承諾いたします。

記

物
件

種別



様式１２

【土地利用調整課】

□1000㎡未満 □1000㎡以上 □3000㎡以上
□10ｍ以下 □10ｍを超える
□該当 □無
□該当 □無
□該当 □無
□該当（開発） □該当（建築） □無
□確認済 □未確認
【東京都都市整備局都市基盤部調整課】
□鶴見川流域  □境川流域 □非該当

□公有地 □250㎡未満 □250㎡以上
□民地 □1000㎡未満 □1000㎡以上

【建築開発審査課】
□確認済 □未確認
□該当 □無
□確認済 □未確認
□該当 □無
□該当 □無
□該当 □無
□該当 □無
□該当 □無
□提出済 □未提出
□該当 □無
□確認済 □未確認

【地区街づくり課】
□該当 □無
□該当 □無
□要協議 □協議不要
□該当 □無
□該当 □無

【生涯学習総務課】
□該当 □無

【農業委員会事務局】【農業振興課】
□該当 □無
□該当 □無

【環境資源部環境保全課】
□該当 □無 ※有害物質使用施設の廃止

□該当 □無 ※切盛の合計3000㎡以上

□該当 □無 ※要措置区域など

□該当 □無 ※有害物質取扱工場等の廃止

【環境資源部環境保全課または東京都多摩環境事務所】
□該当 □無
□該当 □無

【東京都多摩環境事務所】
□該当 □無 ※敷地3000㎡以上履歴調査

□既存建物の建材での石綿含有の有無

□環境確保条例117条
※ここに記載されている事項は、法定要件の全てではありません。

施設整備事前相談チェックリスト

※チェックリストをもとに、関係部署と事前協議を行ってください。協議内容は、【様式１２】に記載してください。

□その他の都市施設
□相談カード（開発・宅造法）
□用途変更（建築物）
□東京都安全条例

□街づくりプラン区域

□建築基準法上道路
□建築協約
□用途地域
□地区計画
□生産緑地地区
□風致地区

　（1000㎡以上）

　（敷地面積）

□森林法

□土壌汚染対策法3条
□土壌汚染対策法4条
□土壌汚染対策法6条、11条
□環境確保条例

□環境確保条例等で届出必要となる施設

□街づくり団体活動区域
□公共事業景観形成指針
□建築協定
□景観協定

□文化財保護法

□農地法

□都市計画道路

□自然保護条例

□事業区域の規模
□建築物の規模（延べ面積）
□建築物の規模（高さ）
□市街化調整区域【調整区域条例】

【東京都多摩環境事務所】

□500㎡未満　　□500㎡以上　　□3000㎡以上　　□1ha以上

□市街地道路拡幅整備路線
□大蔵・綾部耕地整理地区
□景観法
□福祉のまちづくり総合推進条例
□雨水浸透阻害行為

整備地の所在地 町田市
事業者（確認者）

調査期間 　　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日



様式１３

確認及び相談日

※枠内に記載しきれない場合は別添としてください。

【その他の関係部署】

関係機関との協議内容書

関係部署

【土地利用調整課】

【建築開発審査課】

【地区街づくり課】

関係部署と行った事前協議の内容について、下記に記載してください。

建物の利用・改修
について

改修時の建築基準法・都市計画法・町田市福祉のまちづくり総合推進条例
等の規制の有無、設置後の規制・影響等の有無など、担当部課との事前
確認を行うこと。

※特に、園庭整備等で、宅地造成に関する工事の許可や開発行為の許可
が必要となる場合はその詳細内容を記載してください。

確認事項


